
比較表ー６　　労務者の確保計画の比較表（契約締結後１０日以内およびしゅん工届提出時に提出）

工事名

掘削工 特殊運転手 (14,900) (0.40)

路体盛土工 特殊運転手 (14,900) (0.36)

普通作業員 (13,100) (0.07)

敷砂利工 特殊運転手 (14,900) (0.27)

普通作業員 (13,100) (0.43)

基面整正 普通作業員 (13,100) (1.00)

残土運搬工 一般運転手 (13,400) (3.50)

残土整地 特殊運転手 (14,900) (0.12)

埋戻工 特殊運転手 (14,900) (0.14)

普通作業員 (13,100) (0.60)

特殊作業員 (15,400) (0.45)

擁壁工 土木一般世話役 (18,400) (0.67)

特殊作業員 (15,400) (0.20)

普通作業員 (13,100) (2.35)

型枠工 (15,400) (1.19)

階段工 土木一般世話役 (18,400) (0.07)

特殊作業員 (15,400) (0.02)
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普通作業員 (13,100) (0.21)

型枠工 (15,400) (0.06)

側溝工 土木一般世話役 (18,400) (4.00)

特殊作業員 (15,400) (2.98)

普通作業員 (13,100) (14.63)

特殊運転手 (14,900) (3.13)

型枠工 (15,400) (2.34)

ブロック工 (18,100) (1.44)

管渠工 土木一般世話役 (18,400) (0.13)

特殊作業員 (15,400) (0.07)

普通作業員 (13,100) (0.26)

特殊運転手 (14,900) (0.22)

集水桝 土木一般世話役 (18,400) (0.19)

特殊作業員 (15,400) (0.05)

普通作業員 (13,100) (1.72)

型枠工 (15,400) (0.61)

特殊運転手 (14,900) (0.01)
折井興業

舗装工 土木一般世話役 18,400 0.66 (協力会社10年)
折井興業

特殊作業員 15,400 3.26 (協力会社10年)
折井興業

普通作業員 13,100 14.26 (協力会社10年)
折井興業

特殊運転手 14,900 4.34 (協力会社10年)
山本産業(㈱)

ガードレール・標識・区画線 特殊作業員 15,400 1.3 (協力会社10年)
山本産業(㈱)



普通作業員 13,100 1.5 (協力会社10年)
長野アウトテリア

舗装切断工 普通作業員 13,100 0.55 (協力会社10年)
長野アウトテリア

特殊作業員 15,400 0.55 (協力会社10年)

舗装版破砕 土木一般世話役 (18,400) (0.37)

普通作業員 (13,100) (0.78)

特殊運転手 (14,900) (0.37)

廃材運搬 一般運転手 (13,400) (5.0)
㈱Axis

交通誘導員 10,000 18.0 (協力会社3年)



各様式共通 0
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　　　　　２．
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比較表－６ 労務者の確保計画の比較表
　　　　　１．自社労務者と下請労務者とを区別し自社労務者については労務単価、員数とも（　）内に外書きする。
　　　　　２．

　　　　　３．「員数」の欄には、使用する労務者の延べ人数を記載する。
　　　　　４．

添付書類
　　　　　１．

　　　　　２．２．自社労務者を資格の保有が必要な職種に充てようとするときは、その者が必要な資格を有していることを証明する書面を添付する。

「労務単価」の欄には、経費を除いた労務者に支払われる予定の日額賃金の額を記載する。自社労務者に係る労務単価については、契約対象工事について発注者から受け
取る請負代金から支弁することを予定していない場合にあっても、当該自社労務者に支払う予定の賃金の額を記載する。

「下請会社名等」の欄には、労務者を使用する下請会社名、入札者と当該下請会社との関係を記載する（例）協力会社、同族会社、資本提携会社等。取引年数を括弧書き
で記載する。

本様式に記載した自社労務者が自社社員であることを証明する書面及び過去３月分の支払給与実績等が確認できる給与明細書又は労働基準法第108条の規定に基づく賃金
台帳の写し等を添付する。

受注者は、発注機関の長があらかじめ指定した期日（契約締結後10日以内及び工事完了後しゅん工届提出時）までに記載要領に従って作成した各様式及び各様式の添付書
類を提出しなければならない。
提出期限以降における提出書類の差し替え及び再提出は、認めない。ただし、発注機関の長が記載要領に従った記載とし、又は必要な添付書類を提出するよう教示をした
場合は、この限りでない。
各様式に記載した内容を立証するため、各様式ごとに提出すべき添付書類のほか、受注者が必要と認める添付書類を提出することができる（この場合、任意の添付書類で
ある旨を各資料の右上部に明記するものとする。）
受注者は、資料提出にあたり、紙ベースと電子データ（確認様式１～２、比較様式１～８）により協議し、発注者の確認後すみやかに指定様式をPDFファイルとして提出
する。


